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第 ８ 回   熊本県議会  農林水産常任委員会会議記録 

 

平成26年１月29日(水曜日) 

            午前10時０分開議 

            午前11時33分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

報告事項 

○国における新たな農業・農村政策の

見直しと本県の対応について 

①農地中間管理機構について 

 ②経営所得安定対策等の見直しと本県

の米政策の進め方について 

○平成24年の農業産出額及び生産農業

所得について 

――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 田 代 国 広 

        副委員長 緒 方 勇 二 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 前 川   收 

        委  員  吉 永 和 世 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 早 田 順 一 

        委  員 泉   広 幸 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

農林水産部 

部 長 梅 本   茂 

政策審議監 豊 田 祐 一 

経営局長 濱 田 義 之 

生産局長 渡 辺 弘 道 

農村振興局長 大 石 二 郎 

森林局長 岡 部 清 志 

水産局長 鎌 賀 泰 文 

農林水産政策課長 田 中 純 二 

団体支援課長 山 口 洋 一 

      首席審議員兼        

農地・農業振興課長 船 越 宏 樹 

担い手・企業参入支援課長 國 武 愼一郎 

流通企画課長 西 山 英 樹 

むらづくり課長 潮 崎 昭 二 

農業技術課長 松 尾 栄 喜 

農産課長 山 中 典 和 

園芸課長 古 場 潤 一 

畜産課長 矢 野 利 彦 

首席審議員兼農村計画課長 荻 野 憲 一 

技術管理課長 緒 方 秀 一 

    農地整備課長 小 栁 倫太郎 

森林整備課長 長﨑屋 圭 太 

林業振興課長 小 宮   康 

森林保全課長 本 田 良 三 

水産振興課長 平 岡 政 宏 

漁港漁場整備課長 原 田 高 臣 

全国豊 

かな海づくり大会推進課長 平 山   泉 

農業研究センター所長 麻 生 秀 則 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 松 尾 伸 明 

   政務調査課課長補佐 板 橋 徳 明 

――――――――――――――― 

  午前10時０分開議   

○田代国広委員長 ただいまから第８回農林

水産常任委員会を開会いたします。 

 それでは、本日の議題に入ります。 

 執行部から報告の申し出が２項目あってお

ります。 

 報告について執行部の説明を求めた後、一

括して質疑を受けたいと思います。 

 まず、農林水産部長から総括説明を行い、

続いて項目別に関係課長から説明をお願いし
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ます。 

 

○梅本農林水産部長 委員の皆様方、本年も

どうぞよろしく御指導いただきますようにお

願いいたします。 

 本日は、報告案件２件をお願いをいたして

おります。 

 まず、国における新たな農業・農村政策の

見直しと本県の対応についてということで、

この中で２つございます。 

 １つが、さきの委員会で御報告申し上げま

した農地中間管理機構につきまして、骨格が

固まってまいりましたので、その最新情報を

御報告させていただきたいと思います。 

 また、２つ目として、経営所得安定対策、

米の対策につきまして大きな見直しがなされ

ておりますが、本県の米政策の進め方につい

て御報告させていただきたいと思います。 

 次に、２点目でございますけれども、平成

24年の農業算出額及び生産農業所得について

でございます。昨年末に国が公表しました農

業算出額や生産農業所得につきまして、本県

の状況と分析結果を御報告申し上げます。 

 詳細につきましてはそれぞれ担当課長から

説明させますので、どうぞよろしくお願いい

たします。 

 

○船越農地・農業振興課長 農地・農業振興

課でございます。よろしくお願いします。 

 まず、第１番目ですけど、農地中間管理機

構について御説明します。 

 お手元の資料の１ページお願いしたいと思

います。よろしくお願いします。 

 農地中間管理機構につきましては、前回の

委員会のほうで御報告させていただきまし

た。今回、年末の臨時国会におきまして法律

が成立したことと、年末にありましたんです

けど、国のほうの25年度の緊急経済予算対策

と26年度当初予算が、去る12月24日に閣議決

定されましたので、大体制度が固まりました

ので御報告させていただきます。 

 最初に、１の農地中間管理機構の仕組みに

ついてでございます。１ページでございま

す。 

 機構の整備・活用に当たりましては、法整

備とか予算措置、それと現場の話がセットで

推進することになっております。農地中間管

理機構は都道府県に１つつくるということに

なっております。本県の場合ですと、県の農

業公社を中間管理機構ということで指定すべ

く、現在準備を進めておるところでございま

す。 

 次に、この表の中の中ほどでございます

が、農地中間管理機構につきまして、出し手

から農地を借り受けまして、受け手に対して

農地貸し出しとなっております。 

 ②に記載してありますとおり、必要な場合

につきましては、例えばあぜ倒しでございま

すとか、暗渠の整備等簡易な基盤整備により

まして、規格の拡大等を図りまして生産効率

を上げて、ある程度農地まとめた形で担い手

のほうに引き渡すということになっていま

す。 

 また、最後の④でございますが、業務の一

部の内容につきまして、市町村とかＪＡ等に

委託ができますということになっています。

そういうことで、関係機関も総力で農地の集

積を進めていくということでございます。 

 次の(2)でございますが、耕作放棄地対策

の強化ということでございます。現在、耕作

放棄地となっております農地のほかに、放っ

ておきますとその予備軍と申しますか、そう

いった農地につきまして、農業委員会等の協

力を得まして、機構に貸し出す意思があるか

どうかの確認を行うことになっております。 

 次に、２ページをお願いします。 

 ２ページのほうは、中間管理機構の目的で

ございます。人・農地プランにつきまして、

一応昨年度から人・農地プラン始まっており

ますけれども、人・農地プラン作成主体であ
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ります市町村が現在話し合いを進めておりま

すけど、その中にいろんな課題が出てきてお

ります。 

 例えば、高齢者の方々がリタイヤするとき

に、誰に貸していいか非常に不安であると

か、それとか、集積はしているけども農地が

飛び飛びになっている場合交換したいけど、

誰か一応中間に立ってくれぬかとか、それと

３つ目は、農地を貸したいけど、受け手その

ものがいないとかがあるということで、こう

いった場合に一応中間管理機構をつくって、

信頼できる農地の中間的受け皿になろうとい

うことで進めていきたいということでござい

ます。 

 次に、下から７行目に太字で書いてありま

す部分でございますけども、特に今回法律の

ほうで最終ランクに織り込まれましたのが、

衆参両院の農林水産委員会におきまして法案

が修正されまして、あくまでも人・農地プラ

ン作成見直しの中で、定期的な現場の話し合

いを大切にするということになっています。 

 次に、３ページをお願いしたいと思いま

す。 

 ３ページにつきましては、機構の具体的な

農地の借り受けとか貸し付けの手順と関係機

関の役割について一応整備しております。 

 まず、機構の借り受け・貸し付けの手順と

いうことですけども、１番のほうで整備しま

すとおり、機構は定期的に農地の借り受け希

望者の募集を行いまして、どれぐらいの農地

を、どのくらいの面積、何年程と書いてある

かなどを調べます。 

 次に、２番ですけども、機構に預ける農地

が出てきた時点で、貸し付け決定ルールに基

づきまして、借り受け希望者との協議を経て

貸し付けを進めております。 

 次に、３番ですけど、貸し付け決定のルー

ルなんですけども、知事の認可事項でありま

すけども、一応機構が作成いたします。あく

までも地域農業の発展に資することを基本に

しまして、さきの12月定例会のほうで、田代

委員長さんのほうから御質問いただきました

ときにお答えしたんですけども、機械とか必

要となるのは資本装備が適当な水準であるこ

とを前提としまして、第１に、地域農業に貢

献して将来を任せる人材であるかどうか、担

い手であるかどうかということが１つ。２つ

目が、分散している農地をまとめる、規模拡

大することによる経営の効率化を図れるかど

うかが２つ目です。３つ目が、地域の人・農

地プランにおける位置づけなどを総合的に勘

案してルールをつくっていくということを、

機構のほうに求めてまいりたいと考えており

ます。 

 次に、４ですけども、下の列ですけども、

機構が一応貸し付け先を決定した場合農地利

用配分計画をつくりますけども、それにつき

まして県が認可・公表することで農地の利用

権が移転します。したがいまして、登記が必

要でないということになります。賃借権貸借

の登記が必要ないということになります。 

 次に、一番下ですけども、ここで機構に関

します市町村と農業委員会の役割について整

理をしております。市町村につきましては

人・農地プランの作成主体でありまして、地

域ごとに農地の出し手、農地の受け手を把握

しております。 

 それとまた、農業委員会のほうが一番農地

に関する情報を持っておられますので、一部

の業務委託をと考えております。 

 次に、４ページをお願いしたいと思いま

す。 

 最後のページでございますが、ここでは農

地中間管理機構に係ります予算事業等を整理

しております。関連予算としましては、全国

ベースで補正ベースで400億円、当初で300億

円、合計700億円が24日からの通常国会のほ

うに計上されております。 

 １番目が、機構の集積協力金でございま

す。253億円で全額国庫補助ということにな
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っております。 

 この中の１番目の地域集積協力金でござい

ますが、どちらかといいますと優遇措置と申

しますか、インセンティブと申しますか、

人・農地プラン、今現在つくっておられます

けども、市町村内の地域、例えば集落ごとに

地域内の農地を一定以上中間管理機構に貸し

付けた場合に、その貸し付けの割合に応じ

て、枠にありますとおり、例えば10アール当

たり２万円から３万6,000円が地域に交付さ

れるということで、例えば10ヘクタール、地

域で頑張って集積しますと200万交付がある

ということでございます。段階あたりもござ

いまして、さらに頑張って、例えばその集落

の中で半分以上を超えますと280万程度交付

されるとか、そういった形になるかと思いま

す。 

 次に、個々の出し手に対する支援でござい

ますが、これは従前からあったんですけど

も、経営転換協力金ということで、今回農業

をリタイヤして中間管理機構に貸したいとい

う場合につきまして、だんだんですけども、

例えば0.5ヘクタール以下ですと30万が一応

交付されるというふうな制度でございます。 

 次が、２番の(2)番ですけど、耕作者集積

協力金でございます。これは中間管理機構の

ほうに預けた人が隣におった場合、では自分

もいっちょ加勢して協力しようかというとき

に交付される耕作者集積協力金でございま

す。 

 それと、一番下の段に書いてございますけ

ど、農地中間管理機構の業務に対する支援で

ございます。②314億円ということになって

います。これにつきましては、国の負担割合

は10分の７ということで、地方負担が３割と

いうことになっておりましたけども、これを

節約して、国のほうから定額で10分の７来ま

すので、それにあわせまして県のほうで節約

すれば少なくするという形になっておりま

す。 

 それと、業務につきまして、滞留を防ぐた

めに相当頑張りますと、国の負担は割合がか

さ上げされる仕組みとなっております。 

 最下段の農地集積・集約化の基礎業務への

支援の全額国庫補助でございます、最下段で

す。これにつきましては、例えば農業委員会

の農地台帳の電子化に関する予算でございま

すとか、そういった費用につきまして全額国

庫補助が出ますということでございます。 

 現在、一部県のほうでは所属の予算のほう

で編成作業中でありますけども、２月定例県

議会のほうで御審議いただくよう事務を進め

ております。何とぞよろしくお願いしたいと

思います。 

 以上で報告を終わります。 

 

○山中農産課長 農産課でございます。 

 国の政策見直しに伴います国・県の米政策

の推進の考え方ということで、報告をさせて

いただきます。 

 報告書②のほうを見ていただきたいという

ふうに思います。 

 まず、資料１ページをお願いいたします。 

 初めに、今回の見直しの主な内容でござい

ますが、まず１つ目の丸でございます米の生

産調整そのものが見直されます。５年後を目

途に、行政の数量配分による需給調整から生

産者等の判断による需給調整へということ

で、これまでの国が目標数量や目標面積を配

分して米の計画生産を行うという方式を、平

成29年度まででやめて、平成30年度以降は

麦・大豆・飼料用米などの需要のある作物を

振興して、農業者みずからの経営判断で作物

を選択することによって、需要に応じた主食

用米の生産が行われるような環境を整備する

ということとされております。 

 ２つ目、３つ目、４つ目の丸でございます

が、前回委員会でも御報告しておりますの

で、簡単に御説明いたします。 

 ２つ目の丸でございますが、これは主食用
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米の米に対しまして、これまで10アール１万

5,000円が交付されておりましたけども、26

年度からは7,500円、そして30年度には廃止

するというものでございます。 

 ３つ目の丸につきましては、水田活用の直

接支払交付金、これが一部、いわゆる転作奨

励金的なものでございますが、これが一部見

直されます。特に、米粉や飼料用の米につき

まして、これまで10アール当たり８万円とい

うことで一律に交付されておりましたもの

が、今後は収穫量に応じまして、５万5,000

円から最高10万5,000円が支払われるという

制度になります。 

 最後の丸につきましては、日本型直接支払

制度の創設ということでございます。これま

での農地水保全管理支払いを見直しまして、

新たに多面的機能の維持・発揮を図るための

直接支払制度が創設されます。水田につきま

しては、農地維持支払いとして10アール3,00

0円、それから資源向上支払いということで1

0アール2,400円、合計5,400円が交付される

こととなります。 

 これらの見直しが行われた場合の影響につ

きましては、前回、２ページでございますけ

れども、平均的な集落につきまして、国と同

じような条件で試算を行った場合ということ

で報告をさせていただきました。主食用米か

ら飼料用米に一部転換をしたり、あるいは作

付水田を活用して飼料用米に転換する、ある

いは日本型直接支払いに取り組むことで集落

全体として得られます所得としては、あるい

は国からの交付金を合わせた金額は増加する

という結果で御報告させていただいたところ

でございます。 

 これらを受けまして、本県といたしまし

て、今後の米及び水田農業についてはどのよ

うに進めるかということでございますが、資

料３ページと４ページをお願いいたします。 

 まず、下の４ページのほうですね、先にご

らんいただければというふうに思います。 

 今回の見直しによりまして、どういう状況

が生まれるかということを整理いたしており

ます。 

 左上に記載しておりますとおり、政策転換

によりまして、いよいよ自由に米をつくるこ

とができる時代となります。 

 その下に、全国的な情勢（懸念）というこ

とで、現時点では量的にも知名度的にも圧倒

的に力のあります東北、北海道、新潟、こう

いった北日本の米どころが生産を拡大するの

ではないかと、そして西日本にも北日本の米

が流れ込んでくるのではないかと、県産米の

販売シェアがかなり圧迫を受けるような懸念

がございます。 

 そして、その下に記載しておりますとお

り、一方では、熊本の米につきましては食味

ランキングで日本一を獲得いたしまして、そ

れ以来全国から注目を浴びておりまして、販

売攻勢をかける上では強みもございます。 

 資料の真ん中の四角のところに、北海道、

東北、新潟の米の作付面積を記載しておりま

すけれども、本県の作付面積が３万7,500ヘ

クタールでございますので、各県の生産量が

非常に大きいことは御想像いただけると思い

ます。 

 この地域を合計いたしますと、ちょっと小

さいですけれども円グラフでお示ししており

ますが、現在でも全国の需要量の４割をこの

地域で生産しております。 

 さらに、この地域の潜在的な米の生産力と

いいますと、水田面積から計算いたします

と、全国の需要量の７割を生産する力がござ

います。既にこれまでにない現象として、昨

年の秋以降、こうした地域からの九州も含め

たところへの販売活動が活発になっていると

いう状況がございます。 

 こうした状況を受けまして、資料の下のほ

うに記載しておりますけれども、本県におき

ましてはトップグレードの主食用の米から、

米粉用や飼料用などの食用以外の米まで、多
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様なニーズに対応した米つくりを既に進めて

いるところでございます。 

 また、販売面におきましても、これまでほ

ぼ北日本の産地で占められておりました首都

圏への販売・展開ですとか、輸出に向けた取

り組みも行っておりますが、これらの取り組

みを着実に進めることとあわせまして、今回

の新たな政策を十分に活用しまして、稲作所

得の最大化につなげていかなければならない

というふうに考えているところでございま

す。 

 そのような中で、本県の米、それから水田

などに関する施策をどのように進めるかとい

うことでございますが、資料３ページのほう

にお戻りいただきたいと思います。 

 まず、施策の方向性としまして、１つ目の

丸でございますが、不作付地の解消と水田の

フル活用を推進することが基本であると考え

ております。これまでも水田の利用促進に努

めてまいりまして、全体の利用率としまして

は、全国の水準をかなり上回る利用が行われ

ておりますけれども、それでもまだ2,800ヘ

クタール余り不作付の水田が残っておりま

す。そこで、今回支援が充実されました米粉

用米、飼料用米の支援措置などを活用いたし

まして、これらの不作付地状態を解消し、水

田のフル活用を進めてまいります。 

 １つ目でございますが、主食用米、米粉用

米、飼料用米などの多様なニーズに対応した

産地づくりを、立地条件に応じて推進すると

いうことでございます。 

 主食用米につきましては、平成29年度まで

は国からの生産数量目標が示されますので、

この着実な生産を確保してまいります。 

 また、米粉用米、飼料用米につきまして

は、現在886ヘクタールの作付がございます

が、今後不作付水田への作付推進と主食用米

の生産数量の減少を転換することによりまし

て、平成29年には3,200ヘクタールまで作付

を拡大しますとともに、できるだけ県内での

利用を推進してまいりたいというふうに考え

ております。 

 ３つ目の丸でございますが、担い手への農

地集積、それから集約化による生産コスト削

減を進めるということでございます。米のニ

ーズが非常に多様化しております中、低価格

米につきましては当然コスト削減が課題にな

りますけれども、それ以外の米につきまして

も、所得の最大化とそれから競争力を強化す

るという面からは、販売価格にかかわらず、

すべての米の生産におきましてコスト削減を

追求することが必要であります。 

 そのため、特にコストの半分以上を占めて

おります農機具費ですとか労働費、この削減

がポイントとなりますので、先ほどの中間管

理機構の活用も含めまして、農地集積による

規模拡大とあわせて面的な集約化を進めて、

機械の効率的な利用と省力化ができるように

進めてまいります。 

 目標とするコスト削減値といたしまして

は、当面は３割を目標といたしますが、最終

的に目指すところは、これは条件の整った地

域ということになりますけれども、５割削減

まで目指して取り組んでまいりたいというふ

うに考えております。 

 ４つ目の丸でございますが、食味ランキン

グ日本一の強みを生かしたトップグレード米

の産地形成と国内外への販路拡大でございま

す。今後ますます激しくなります産地間競争

を勝ち抜くために、高品質でおいしい米づく

りを推進し、熊本の米の認知度向上と輸出を

含む販売促進に力を入れてまいります。 

 次に、これらのことを進める上での課題

を、下のほうに記載をいたしております。 

 まず、１つ目の丸では、主食用米の消費拡

大ということでございます。ニーズが多様化

しておりますものの基本は主食用米でござい

ますので、この消費拡大につきましては、今

後とも引き続き力を入れていかなければなり

ません。 
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 ２つ目の丸でございます。米粉用・飼料用

米のさらなる需要拡大ということでございま

す。米粉用・飼料用米につきましては生産拡

大を進めることとしておりますので、あわせ

まして例えば学校給食での米粉パンの需要拡

大ですとか、畜産関係の方々との連携などに

よりまして、生産に見合う量を確保していく

必要がございます。 

 ３つ目の丸ですけれども、生産者への的確

な需給情報の提供と主体性の尊重ということ

でございます。平成30年には、生産者の自主

的な判断による需給調整に供されることが見

込まれておりますので、その判断材料となる

ように、主食用米あるいは米粉用、飼料用の

用途ごとの的確な需給情報を提供して、生産

者の方々が主体性を持って作物を選択できる

ようにしていく必要があるというふうに考え

ております。 

 そして、４つ目でございますが、需要に応

じた生産・流通・利用体制の構築でございま

す。今回、米粉用・飼料用米の生産拡大を図

る上では、例えば多収性品種の種子の確保で

すとか、地域条件に応じた省力低コスト栽培

技術の導入ですとか、いろんな米をつくられ

ますので、異品種混入防止のための機械や施

設の再編、さらには飼料用米の低コスト流通

に必要な施設等の整備、こういったものにつ

きましても、状況に応じて整備を図る必要が

あるというふうに考えております。 

 資料５ページをごらんいただきたいと思い

ます。 

 ここまで御説明をしてまいりました方向

で、米に関する施策を推進することによりま

して、４年後にどのような水田の活用の姿を

想定するかということを、図でお示ししてお

ります。 

 上のグラフが現状で、下が４年後の姿とい

うことでございます。 

 左端の主食用米につきましては、1,100ヘ

クタール余りの減少が見込まれますので、そ

の部分と、それから真ん中あたりに網掛けを

しておりますが不作付水田2,800ヘクター

ル、この半分程度を米粉用米や飼料用米の生

産に向けまして、先ほど申し上げました3,20

0ヘクタール、これを目標に進めてまいりた

いということと、一部は加工用米等の生産に

も活用していくというふうに考えておりま

す。 

 なお、麦・大豆につきましても、需要に見

合う生産確保をしますとともに、ＷＣＳ用稲

につきましては、ここ数年面積の大きな増減

もございませんし、需給も一応安定している

と見られますので、ここでは現状維持程度と

いうことで考えております。 

 以上のような考えで、今後の水田の活用と

稲作所得確保に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、資料６ページでございます。 

 ここからは今回の見直しに伴います対応試

算ということで、これは農家段階での試算を

行いましたので、報告をさせていただきま

す。 

 今後、農家の皆さんが個別に経営判断をさ

れる際の参考にしていただくということを念

頭に置きまして、農家の段階では新たな制度

をどのように活用すれば現状と変わらない所

得を確保できるのかと、そういう視点で試算

を行ったものでございますので、報告をさせ

ていただきます。 

 まず、試算の前提条件等について、簡単に

御説明いたします。 

 まず、経営類型につきましては、(1)でご

ざいますが、一応試算を行う経営類型といた

しましては土地利用型経営ということで、水

稲と麦・大豆を生産する経営と、それから複

合経営の代表ということで、施設型として水

稲と施設園芸の類型で試算を行いました。 

 (2)では、中山間地域と平たん地域ではか

なり規模の差がございますので、それぞれの

平均的な面積ということで、中山間地域では
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水田120アール、平たん地域では230アールと

して試算を行っております。 

 (3)でございますが、土地利用型経営で

は、特に経営規模による対応の仕方に差が出

てまいりますので、５ヘクタール、20ヘクタ

ール、60ヘクタールと３段階での試算を行っ

ております。 

 次に、下の欄で試算の前提条件を記載して

おります。 

 まず、(1)につきましては、先ほど御説明

しました経営所得安定対策の交付単価を使っ

たということでございます。主食用米につき

ましては、10アール１万5,000円が7,500円

に、それから飼料用米につきましては、先ほ

どの金額に耕畜連携の助成というのが別に１

万3,000円ございますので、11万3,000円にな

る、現状９万3,000円が11万8,000円になると

いうことで計算をいたしております。 

 (2)につきましては、日本型直接支払い制

度で交付されます交付金の単価ということ

で、農地・水保全管理支払いの10アール4,40

0円が、見直し後は5,400円になるという前提

で試算をいたしました。 

 それから、(3)でございますが、主食用

米、飼料用米の販売収入につきましては、記

載の収量単価で試算をいたしております。 

 それから(4)では、費用につきまして、農

業所得を試算する際の農業経営について記載

をいたしております。 

 以上の前提条件によりまして試算しました

結果を、７ページと８ページにお示しをして

おります。 

 まず、７ページでございますが、一番左は

中山間地域の平均的な土地利用型経営の場

合、それから真ん中が平たん地域の平均的な

土地利用型経営、右側が複合経営の代表とし

まして、米と施設園芸の類型ということで並

べております。 

 それぞれの類型につきまして棒グラフが２

本ございますが、左側が制度見直し前の所

得、右側が、新たな制度をどのように活用す

れば見直し前の所得と同水準になるかという

ことを示したものでございます。 

 ３類型とも、新たな制度を活用して、主食

用の米から一定面積を飼料用米に転換すると

いうことと、水田全体で日本型直接支払いに

取り組むということとして試算を行ったもの

でございます。 

 その結果としまして、現状の所得水準を維

持するためには、日本型直接支払いの取り組

みに加えまして、最低どれだけ飼料用米に転

換する必要があるかということを、グラフの

吹き出しの形で面積を記載いたしまして、グ

ラフの下の二重線で飾った四角の中に、転換

の割合をお示ししております。 

 まず、最低必要な主食用米からの転換面積

といたしましては、中山間地域では９アー

ル、それから平たん地域では21アール、施設

型も平たん地域と想定しておりますので同じ

く21アールということになっております。率

で申し上げますと、中山間地域が、グラフの

下に記載しておりますが12.5％、平たん地域

が15％、施設型が15％ということになりまし

た。 

 次に、８ページでは、土地利用型農業の場

合に規模による対応の比率が変わってまいり

ますので、これも集落営農ですとか大規模経

営の場合の判断資料として試算を行っており

ます。 

 グラフは、左から５ヘクタール、20ヘクタ

ール、60ヘクタール、そういう並びでござい

まして、記載しております内容は先ほどの個

別経営の場合と同様でございます。 

 まずは、必要な転換面積につきましては吹

き出しの中に記載しておりますが、５ヘクタ

ール規模でありますと82アール、0.82ヘクタ

ールということになります。20ヘクタール規

模になりますと408アール、4.08ヘクタール

ということになります。60ヘクタールになり

ますと1,670アールということで、同じく16.
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75ヘクタール、転換率でいきますと、グラフ

の下に書いておりますとおり、それぞれ16.4

％、20.4％、27.9％という結果になっており

ます。 

 ７ページのこの累計も含めまして、あくま

でも見直された制度だけを活用して所得を確

保する場合の試算でございますが、農家の今

後の経営判断の材料の一つとして提示してま

いりたいというふうに考えております。 

 農産課は以上でございます。 

 

○田中農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 平成24年度の農業算出額及び生産農業所得

につきまして御報告いたします。 

 資料は、常任委員会報告資料の括弧書きに

書いております「平成24年の農業算出額及び

生産農業所得」についてでございます。 

 １ページをお願いいたします。 

 まず、この統計は、国が農業生産の実態を

把握し、農政の企画・立案等の基礎資料とす

るために行っているものでございます。 

 １ページの１定義のところでございます

が、農業算出額は１年間に生産出荷された農

産物の販売額でございます。農業算出額から

経費を引いて補助金を加算したものが生産農

業所得となります。 

 ２の農業算出額のところでございます。右

の表のとおり、平成24年の本県の農業算出額

は3,245億円で、前年に比べ132億円、4.2％

の増加となっております。ここ３年は連続の

増加となっております。 

 その内訳を見ますと、部門別では、野菜が

1,176億円で全体の36％、続きまして畜産が9

49億円で29％、米が450億円で14％を占めて

おります。なお、野菜と畜産その他で３分の

１ずつを占めており、本県農業の特徴である

多彩な営農を示しております。あとは、品目

別では、米、トマト、肉用牛、生乳、豚の順

となっております。 

 全国の順位につきましては、全国で５位、

九州では鹿児島県に次ぐ２位となっておりま

す。 

 次に、２ページをお願いいたします。 

 農業算出額の増加の要因としましては、

米、野菜、果実の価格が比較的高値であった

ことから、23年に比べまして、米で41億円、

野菜で111億円、果実で12億円の増加となっ

ております。 

 特に、米は、九州北部豪雨や日照不足の影

響で作柄がやや不良となりましたが、近年の

高品質・良食味米生産の取り組みや、東日本

大震災以降の本県産米への需要の高まりによ

り価格が上昇しております。また、野菜につ

きましては、寒波等により全国的な品薄によ

り高値となりました。中でも、全国１位を誇

りますトマトにつきましては400億円を突破

し、前年に比べ106億円の大幅な伸びとなっ

ております。 

 次に、３ページをお願いいたします。 

 ４の生産農業所得のところでございますけ

ど、1,134億円で、前年に比べ70億円、6.6％

の増加となっております。また、生産農業所

得が農業算出額に占める割合は35％となって

おります。 

 右のほうに全国順位を書いていますけど、

全国で４位、九州で１位という状況でござい

ます。 

 ５の稼げる農林水産業のさらなる推進につ

いてでございます。生産農業所得は県全体の

農業所得をあらわしておりまして、稼げる農

林水産業を目指す本県としても大事な仕事と

して位置づけております。 

 今後とも豊かな農林水産業を実現し、持続

可能で元気な農山漁村を築くために、農地集

積や担い手の経営力強化などの施策のさらな

る加速化を図ってまいります。 

 報告は以上でございます。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の説明が終
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わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

 

○前川收委員 農地中間管理機構についてお

伺いしたいと思います。 

 予算関連というんですか、補助金関連の話

で今説明をいただきましたが、ちょっとわか

りにくかったので、改めて確認させていただ

きたいんですが、機構への農地の出し手に対

する支援ということで、４ページに、２の中

に(1)(2)ということになりますが、例えば集

積する側ですね、１番ですね、地域集積協力

金、10ヘクタールの全体面積の中で例えば４

ヘクタール、つまり５割ですね、言うなら４

割ですね、すれば10アール当たり２万円とい

うことですから、掛ける80万か、四二が八

十、これが集落、交付対象者というのは地域

と書いてありますけども、これは（集落な

ど）と書いてありますけど、ここが集落に行

くだろうということですね。 

 同じ中間管理機構に貸された４ヘクタール

が、その集落内にある集落営農組織、既にき

ちんと組織化されていて、集落営農組織に貸

し出された場合、その場合は今度は中間管理

機構から営農集落組織に対しても２万円の交

付、10アール当たり、反当２万円の交付が行

くのか。 

 それから、貸した側に対しては、今度は２

番の(1)のほうですけれども、２ヘクタール

を超えるんで１戸当たり70万、これ１人で貸

したかどうかは別としても、例えばこの４ヘ

クタールを１人で貸したという仮定をすれば

70万行くという感覚でいいのかなと思って。

しかも、その方が、集落営農組織にも入って

いる方だという、そういうケースはこれから

我々が今推進しようとしている構図から考え

ると、農地集積頑張ってやりましょうと言っ

ているのに、その上で集落営農もやっていき

ましょうと言っているわけですね。 

 だから、農地を集積して別によその人に貸

す必要はないわけで、集落営農組織があれば

当然その集落営農組織のほうに貸しましょう

と、多分一番我々から想定すればいいパター

ンになるんじゃないかと思う。その際、そう

いったお金の動きがどうなるのかをきちんと

説明できないとなかなか難しいと思います

し、これだけ書いてあるんだから、ケースス

タディーで、今みたいなところの説明はでき

ませんか。 

 同じ集落内でこれだけ貸しましたと、農家

１戸がね。その人にその土地を集落営農組織

が今度は貸し出したと。農地管理機構に貸し

たやつを、今度は農地管理機構から集落営農

組織に貸したと。集落営農組織に対して幾ら

行き、その人も集落営農組織に入っている

人、入ってちゃだめなのかな、その辺も含め

て説明いただければお願いします。 

 

○船越農地・農業振興課長 おっしゃるとお

り、今細部について国のほうも相当詰めてい

る段階ではあるんですけども、ここにありま

す地域集積協力金ということで、一定の集

落、一応ゾーンを区切りまして、その全体の

地域の農地を分母としまして、一応何割くら

いか中間管理機構を通したかということでご

ざいます。 

 そういうことで、ここにあります単価のと

おりですけども、御質問にありました例えば

集落営農組織に貸す形でありますけども、自

分も集落組織に入っている場合とか、こうい

った場合は交付があるのかないのかというの

が１点。 

 例えば、普通ですと、農業を一応自分はリ

タイヤして法人に貸すとか、これはオーケー

だと思うんですけど、これはできる、できな

いということでちょっとあと一回整理しまし

て広めていきたいと考えています。 

 

○前川收委員 まだあっと……。 
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○船越農地・農業振興課長 別にありました

個々に出す支援でございますけど、個々にあ

りますのは経営転換交付金でございますの

で、例えば退職して農業から身を引いて後継

者の方に貸すとか、そんな場合でございます

とか、施設園芸等例えば米作をやっていまし

て、米作のほうを法人に貸すとか、他人に貸

す場合について一応公募がございますという

ことで、そういった場合にここにありますと

おりに、30万、50万、70万が交付されるとい

うことでございます。そういった幾多の条件

がついております。 

 

○前川收委員 まだよくわかってないのかな

と思いますが、例えば後のほうでおっしゃっ

たリタイヤしますということであっても、そ

の方の地権者は、多分登記上の地権者はその

人で、その人がリタイヤして、登記を移転し

なくても、息子さんに事業は継承しますと、

つまり農業は譲りますといった場合、貸し手

はお父さん、リタイヤするお父さんが農地管

理機構に貸しましょうと、借り手は集落営農

組織内にいる息子さんということも十分考え

られるわけですよね。わかりますか、私が言

っているのは。 

 

○船越農地・農業振興課長 はい、わかりま

す。 

 

○前川收委員 つまり、何が言いたいかとい

いますと、農地管理機構をどんどん頑張って

やっていただきたいと思っています。思って

いますけど、同時に、農地の集積をしたっ

て、どこまでやったって、今度は受け手がな

いとこれは動かないわけですから、受け手で

我々が今頑張っておるのは、皆さんもそうで

しょうけど、やっぱり集落営農組織があっ

て、それが発展的にネットワーク大津みたい

な大きな――これは株式になってもいいわけ

ですけど、そういったものも発展的につくっ

ていこうというときに、そこに上手につなが

るものじゃないと、例えば集落営農組織であ

れば交付金は出しませんよと言えば、その瞬

間から誰も中間管理機構なんて使わないとい

う話になるわけでしょう。 

 それは両方来たほうがいいわけですから、

そういうことをちゃんとシミュレーションし

て、国の制度はもうできているとは思うんで

すけど、ちゃんと調べて――一発聞かれます

よ、私だってすぐに聞かれますもん。地元の

集落に入っていったときに、ぜひ農地は中間

管理機構に貸してくださいと。いや、今集落

営農組織に貸しているんだと。いやいやそれ

はいいんですと。いいけど、一旦中間管理機

構に貸してもらって、その上でこっちから今

度は集落営農組織が借りたほうが、皆さんに

とっては多分プラスになると思いますよとい

うふうに、今私はまだ言っているんですけ

ど、まだその詳細がきちんと固まらないうち

でうそ言っちゃいかぬから、多分これだった

ら大丈夫だろうと思いますけど、非常に大き

なポイントだと思いますので、そこは何か確

信ありますか。 

 

○濱田経営局長 経営局でございます。 

 今、前川委員から御指摘がございましたと

おり、これまでも農地中間管理機構の活用に

ついては、地域営農組織でまるごとの集落の

農地を維持しながら将来的に持続的にやって

いこうというのが、我々の一番理想の姿とい

うのは、そこは確かなことでございます。こ

ういった制度設計の際にも、うちのこういっ

た立場は常に国に申し上げてきました。結果

的にそのような地域の維持というのができる

ような形での最終的には設計になったと思っ

ています。 

 ただ、今委員から御指摘がありましたよう

な詳細について、これはまだ今は詰めの段階

でございます。特に、制度上は集落営農組織

を非常に有益にといいますか、活用できる仕
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組みにはなっているものの、今のインセンテ

ィブをどう使うかという具体的な詳細なとこ

ろ、我々もきっちり今から詰めていかなけれ

ばいけないというふうに思っています。 

 今度の予算でもまた大きな額を上げていく

ことになると思いますので、そこは早急に詰

めてケーススタディーをしながらやっていき

たいというふうに思っていますので、しばら

く御猶予をいただきたいと思います。 

 

○前川收委員 ぜひきちっとやってくださ

い。最悪のパターンでいくと、今集落営農組

織に貸している人たちが、それがもし認めら

れないという話になったら、わざわざ中間管

理機構に貸して、そして外から、地域以外か

ら例えば会社が参入してくるとか、いろんな

地域とは違う人たちにわざわざ貸したほうが

有利になるみたいなことになると、そもそも

論で我々が目指してきた、多分国も同じだろ

うと思いますけど、やっぱり集積しながら地

域で営農していただくという、その構図が崩

れてしまうということになると思いますの

で、そうならないようにしっかりシミュレー

ションし、そのシミュレーションの中でおか

しな部分があればどんどん我々にも言ってい

ただいて、国にも言っていただいて、今言っ

ている我々の理想的な形、それがちゃんと成

就できるようにお願いいたしたいと思いま

す。 

 

○田代国広委員長 いいですか。中間管理機

構について質疑ありますか。 

 

○村上寅美委員 後のほうはちょっと関連す

るところもあるけど、いいですか。 

 

○前川收委員 今の件はいいです。 

 

○村上寅美委員 中間管理機構について、１

ページに都道府県に１つと書いてあるね、中

間管理機構。都道府県に１つで、ずっと下に

①②③④と覚書が書いてあるけど、中間管理

機構が借り受けるという形になっておるけ

ど、システムはわかるけど、中間管理機構は

都道府県に１つというが、どういう構成で、

そしてここが借り受けるというけど、県に１

つしかない、それを出先でどういう形でこれ

を利用するのかということについてちょっと

聞きたいんだけど、基本的なこと。 

 

○船越農地・農業振興課長 中間管理機構に

つきましては都道府県に１つずつということ

で、これは法律のほうで条件づけられており

まして、例えば県とか市町村、公共団体の一

応２分の１以上、集積のために出資している

公益法人ということになっておりますので、

したがいまして各県ともそうなんですけど

も、都道府県ごと１つあるのを農業公社が受

けるという形になるかと思っています。 

 それと、一番大事な機関と思うんですけ

ど、そう申しましても、手数が非常に足りな

いということは間違いないと思います。とこ

ろが、本県の場合としても、これまでもそう

なんですけど、市町村とか農業委員会とか特

にＪＡさん、相当頑張っていただいて集積を

今までやってきましたので、こういった特に

御指摘なさったとおりですけど、相当の業務

量を業務委託せにゃいかぬという考え方。 

 例えば、面談でございますとか、説明でご

ざいますとか、どこまで業務委託するかとい

うことになるかと思うんですけど、そういっ

た形で相当皆さんと連携しないととてもじゃ

ないがうちはやっていけないということで、

昨年来情報あたりありますので、できる限り

会議を重ねて、４月１日からスタートできる

ように今準備を進めているところです。 

 

○村上寅美委員 本来の中間管理機構を県に

１つという、このメンバー構成をどういうふ

うに考えているのかというのが私の質問で
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す。 

 それから、市町村それからＪＡ、この存在

ということで、今課長が言うたように、とて

もじゃない相当な人的なこと、それから処理

的なことに対してあれだから、どうせ下部組

織というか、そういうことでおろしていくん

だろうということで、今熊本県が、あなたた

ちが考えている構成メンバーというのは、ど

ういうところで組もうとしているんですかと

いうことを僕は聞いているわけよ。 

 それと、県に１つの中の構成メンバー、そ

もそも構成メンバーあたりでどういう運営

を、どういうメンバー構成で組織的に運営し

ていくのかという、基本的なスタートの段階

のことをちょっと聞いておるから、ほかんと

はな、まだ今……。 

 

○船越農地・農業振興課長 今、組織も相当

準備しておりますけども、もともと農業公社

そのものが、例えばＪＡさんでございますと

か、土地改良のメンバーでございますと、

県・市町村、各団体の一応の出資金でできた

組織でございます。例えば理事さんでござい

ますとか評議員でございますけども、各団体

からトップの方々に入っていただいておりま

す。 

 そういうことで運営しておりまして、今後

組織的に法律の中に定めてありますとおりな

んですけど、過去に例えば農業経営のあっ

た、こういった経営感覚のある方も入れなさ

いということになっていまして、そういった

形で、極端に言いまして集積にかかわりま

す、各団体から集まっていただいた理事で構

成しているというふうに考えています。 

 

○村上寅美委員 そこはわかった。農業公社

をメーンとして考えるということね。 

 

○船越農地・農業振興課長 そうです。 

 

○村上寅美委員 そうすると下部は、それを

どこに委託するの。 

 

○船越農地・農業振興課長 業務委託という

ことで、今のところは考えておりますのが、

市町村でございますとかＪＡさん、例えば電

子化とか、そういった仕事によっては土地改

良連合会、みどりネットの多分電子関係のほ

うに委託するとかということで、現在農業公

社に出資していただています団体に相当業務

委託と申しますか、連携してやっていくこと

になるかと思っています。 

 

○村上寅美委員 わかりました。それでは、

そしたらちょっと前川委員とも絡むんだけ

ど、集落農業あたりで、要するに集落農業で

やる人は誰なのかと、そして集落には集落の

人は限られているわけね。そうすると、結局

基盤整備とか、そういうことをしないことに

は人は減ってくる、人は減ってくるけどボリ

ュームはふえてくる、営農する人たちはふえ

てくる、担い手を中心にね。 

 だから、その辺のところでこれは梅本部

長、やっぱり受け皿を、借り手がないと、貸

すけど借り手がないというようなことでは困

るから、受け皿をぴしゃっと面整備を、受け

皿の整備を推進することが肝要ではないかと

いうふうに私は思うんだけど、どうですか。 

 

○梅本農林水産部長 委員の御指摘のとおり

で、農地を集めたらそれをそのまま受け手に

出せるかというと、そうではないと思いま

す。実態としては、ある程度まとめたり、そ

れから条件整備を、基盤整備を一定程度する

必要があると思いますので、そういう機能も

この農地集団管理機構の中に打ち込んであり

ます、考え方として。その予算措置もある程

度されるということになっております。そこ

を見きわめた上で、プラスこれまでの農業振

興局によります基盤整備をやってきておりま



第８回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成26年１月29日) 

 

 - 14 - 

すので、そういう仕事も一緒に抱き合わせて

やることによって、受け手が条件整備された

土地を受けやすいような形にしていくことが

必要だと思っております。 

 

○村上寅美委員 委員長、最後に。それで、

立派なことを国も県もつくるけど、利用度合

いが少なかったら意味がないでしょう、つく

っても実行しないことには。実行するという

ことは、生産者が喜ぶような、自分は後継者

もいないから、団体営農なら団体営農のそこ

の基盤整備をつくった農業法人なら農業法

人、集落営農なら集落営農のそのグループに

貸し付けると、貸すよと、そこがしっかりし

たものをつくって進めないと、おれたちはつ

くったから、するかせぬかはお前たちの農家

の考え方だと。もちろんそうだよね。そうだ

けど、そこをつくったならば、つくったルー

ルを国でも県でも積極的に対応してもらいた

いということを、要望でよかです、要望しと

きますから、担当課長あたりは積極的に地域

に、あるいはＪＡに対しても、指導を強力に

やってもらいたいということを要望しときま

す。 

 

○田代国広委員長 ほかに中間管理機構につ

いて質疑はありませんか。 

 

○泉広幸委員 例えば、個人から田んぼを借

りるということで、しかしながら組織営農が

借り得るわけですけども、その中でどうして

も米はいいんですけども、その後作という

か、やっぱり麦あたりをつくりたい、野菜を

つくりたいというときに、排水対策が悪いと

か、そういう土地がかなり多いんですよね。

そういった場合にも予算的にはできるわけで

すか、排水対策。 

 

○荻野農村計画課長 農村計画課でございま

す。 

 基盤整備のほうにつきましては、中間管理

機構と連携した形で今回制度改正がされてお

ります。特に、中心経営体といわれる今後の

農業をやってくれる方に一定以上の集積が集

まると、それに対して促進費というものが出

る。これによって、通常平たん地であれば農

家負担が12.5％ございますが、例えば中心経

営体に85％以上の集積をして、かつ面的に集

積も８割以上あれば12.5％の促進費が出る

と、実質的には農家負担がゼロになるといっ

たような、こういう制度改正もございますの

で、こういったものも組み合わせながら進め

ていきたいと考えております。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 では、次に進みます。次の項について何か

質問ございませんか。 

 

○西聖一委員 経営所得安定対策等見直しの

資料の３ページの、新たな米対策の対応の件

で、施策の方向性の中に、丸の上から３つ目

で、生産コストの３割削減、最終的には５割

削減目標と掲げてありますけど、私は少し強

過ぎる気がしているんですけど、現時点から

いつまでに３割も削減できる、単なるスケー

ルメリットだけじゃ３割削減とは思ってはい

ないんですけども、何かあるんですか。 

 

○山中農産課長 農産課でございます。 

 委員おっしゃるとおり、思い切った数字だ

というふうに思います。ただ、これは可能性

があるかということと、そこまでする必要が

あるかということと両方あると思うんですけ

ども、可能性につきましてはいろいろ試算を

やりまして、規模拡大ということが基本にな

りますけども、３割、５割というのは、３割

は委員も御承知のとおりと思いますけども、

かなり可能性のある実現可能な目標です。５

割につきましても、今までの機械化体系を見

直して、中型から大型にするとか、面積をも
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う少し大きくするということが、条件が整え

ば可能だという試算ができましたので、そこ

はやはり最終目標として据えておきたいとい

うふうに考えております。 

 また、国の生産費調査が毎年米についてご

ざいますが、全国で800戸ぐらい個別に、幾

ら生産にかかっているかという調査があるん

ですけども、それを見てみますと、現在でも

60キロに直しますと8,000円台で生産してい

る方が全国にはおられます。そうしますと、

現在１ヘクタール規模ですと１万6,000円、

7,000円、8,000円かかっておるわけですの

で、それからいきますと現実的にもやり方に

よっては可能であるというふうに考えており

ますし、国の試験研究機関でそういったこと

に向けての研究も行われておりますが、これ

もコストを半減するという目標でやっており

ますので、実現の可能性としては、これはも

ちろん立地条件がかなり制約がありますけど

も、可能な目標だというふうに思っておりま

す。 

 それから、そこまでやる必要があるかとい

うことにつきましては、国自体が10年後に４

割削減ということを目標として掲げておりま

す。これを考えますと、本県としましては、

競争力をつけるという意味では、一歩先を行

くような目標を掲げる必要があるんではない

かという気持ちもございますし、もう一つ、

ＴＰＰ等の試算を見ましても、海外から入っ

てくる米が大体7,000円で算定されておりま

すので、やはり２分の１コスト削減というこ

とに向けてできるところは取り組んでいく必

要がある、という気持ちを込めてこういう目

標を掲げました。 

 いつまでにやるかというところについて、

この５割削減を最終的にというふうにしてお

りますけども、これには少し時間がかかる部

分があると思いますので、国が10年後という

ふうに言っておりますので、そのあたりまで

にはということで思っておりますが、はっき

り何年というところまでは決めてはおりませ

ん。 

 ３割削減につきましては、この方向性その

ものが29年度までの４年間の考え方というこ

とでございますので、これも全ての農家の生

産コスト３割ということではありませんけれ

ども、できるところ個人で規模拡大をされた

り、あるいは地域の組織で集団で栽培された

りということを実現していって、この３割削

減を実現していきたいというふうに考えてお

ります。 

 以上です。 

 

○西聖一委員 目標は高く掲げるべきですけ

ども、やっぱり現実に即して現場なんかも踏

まえた上で、着実なところでやっていただき

たい。余り大風呂敷を広げ過ぎるとか、そう

いうふうなことにはならないようにぜひとも

お願いをしたいと思います。 

 

○早田順一委員 ４ページなんですけども、

そこに「自由に米を作れる時代が迫っている

（米戦国時代の予感）」と書いてありますけ

ども、例えば熊本の米というのが食味ランキ

ング今１位で、東日本大震災等の影響で米が

売れているというふうなことでありますけど

も、要はよその東北あたりもやっぱり力強く

米を売ってくる、よその県も売ってくるとい

うふうに思います。また、海外からもひょっ

としたら攻めてくるかもしれません。 

 そういった中で、例えば米をつくっても余

り採算がとれない、ほかの作物に変えようと

なったときに、熊本というのは非常に施設園

芸というのが盛んでありますけども、そちら

のほうに影響してくるんではないかなという

心配もしていますけども、その点はいかがで

すか。 

 

○山中農産課長 施設園芸のほうに集まり過

ぎていくということを…… 
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○早田順一委員 単価が下がりゃせぬかなと

いう……。 

 

○山中農産課長 一応米政策の考え方としま

しては、特に主食用米につきましては少しず

つ減ってきますけども、今国から29年まで割

り当てられる数量がございますが、そこはし

っかりつくっていきたいということになりま

すので、今の見通しとしますと、今３万7,50

0ヘクタール主食用米作付しておりますが、

推計しますと1,000ヘクタール強ぐらいの減

少だと思います。 

 したがいまして、それがすべて施設園芸の

仕事、一部はあるかもしれませんけども、推

進の考え方としましては、米粉用米、飼料用

米、これを中心に進めていきたいというふう

に考えておりますので、何もかもが園芸作物

に、これは農家の経営判断なんでやってみな

いとわからないところがありますけども、県

の考え方としましては、米粉用米、飼料用

米、これを中心に推進していきたいというこ

とで考えております。 

 

○早田順一委員 ということは、施設園芸の

ほうには影響は今のところ出ないということ

ですね。 

 

○山中農産課長 例えば、野菜が過剰生産に

なるような、そういうことにはならないよう

にしなければならないと思います。 

 

○早田順一委員 何かその対策というか、そ

ういうのは何かあるんですか。 

 

○山中農産課長 水田ですので、何が一番や

りやすいかというと、やっぱり水をためてつ

くれる水稲なわけです。ですから、その優位

性をしっかり説明をして、こちらのほうの取

り組みを進めていきたいというふうに思いま

す。 

 

○前川收委員 いいですか。米政策の話で、

今早田さんもおっしゃったけど、戦国時代の

予感という前提があるわけですね。多分、北

のほうは裏作がなかなかできない、米中心と

いうことでしょうから、今もシェア大きいん

ですけど、もっと北のほうがシェア拡大する

だろうという前提で７ページ、８ページに類

型ごとの対応試算というものがされていま

す。 

 これはかなり優等生の試算だろうと私は思

ってるわけです。なぜかというと、熊本県の

戦略が余り見えないなという感じがします。

というのは、要するにこれだけ減らしましょ

うと、食用米は減らしていきますということ

がきちっと前提になって、今までと変わらな

い収入というんですか、生産高を上げるため

には、これだけの転換が必要ですというシミ

ュレーションですね、それはそういう前提で

シミュレーションなさっていらっしゃってい

るわけですから、それはやむを得ないとは思

います。 

 しかし、そもそも食味米日本一といって米

で売っていけというふうな話があるなら、こ

れは優等生でこういうこともできますという

ことはあってもいいけど、熊本県が戦略的に

米で売っていくという気持ちがもしあるとす

れば、これはベーシックなものとして置いて

いてもいいけれども、もう一つ戦略性に富ん

だ主食用米を熊本は減らさないと言ってもい

いわけです。 

 何で日本一うまい米がある県が、米の生産

を減す、主食米の生産を減らさなければいけ

ないんだと、うまい米みんな食ったがいいじ

ゃないか、高い米を売ったほうがいいだろう

というのは、これから先の私たちも含めてで

すけど、いわゆる減反政策で調整をしてき

て、みんな従順にそれを守ってきた優等生・

熊本県、これはいいことです。そのことは全
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く否定しません。 

 ただ、それがなくなるという前提であれ

ば、国の指示に従う必要はないし、国は指示

しないと言っているわけですから、熊本県と

して米を中心としてどうやって米を売るか、

つくらせる、売る前提はもちろん、つくって

いくかということ、そのことがもう一方では

やっぱりあっていいんじゃないかなと私は思

っていまして、その証拠にといってはいかぬ

ですけど、この試算を見れば結果として日本

型手続支払い制度、これを増額されるという

ことですけど、これがふえる分でバランスな

んですね、全部。６類型書いてありますが、

一番上を見ていただいて、囲みの中の下の数

字ですね。一番上の左側が739と744と、これ

は1,000円単位でいけば5,000円ふえますよと

いう話ですたいね。 

 しかし、その中に直接支払い制度というの

が乗ってきているから、ここでやっとバラン

スです。全部ですよ。何とか減らないように

は数字的にはなっています。でも、その間は

全部国のまた直接支払い制度というのをぽん

と入れないとなかなか難しい。入れないと減

っていますね、どの数字も。入れてバランス

ですね。入れて余り変わらないということに

しかなっていないので、これは例えば今から

同じ生産高を確保していく上において、さっ

きおっしゃった効率化によって経費削減と、

これはまた置いといて、生産高を上げていく

という前提から見たときには、あなたは今主

食用米はこれだけつくっているけど、これだ

け減らしてくださいと、そしてこれを減らし

た分を飼料用米であったり、それから米粉用

米であったりに変えてくださいという試算

で、そうしてもこのくらいではちゃんとバラ

ンスしますから今と変わらないから大丈夫で

すよという話だろうと思います。 

 それはそれで必要でしょう。しかし、あれ

はやっぱり熊本県の農政として見たときに

は、東北、北海道がどんどん攻めてくるから

という前提もあるならば、こっちだって攻め

ていくと、たくさん米つくっていいじゃない

かと、熊本の米はおいしいんだと。そのこと

はそれとして、もちろん県だけで決めるわけ

にはいけないと思いますけども、農業団体、

農家の皆さんの気持ちも聞きながら、米生産

のときの条件がいい地域でありますと、だっ

たら米生産、主食用米をもっと積極的につく

りますということは、別に北海道と東北だけ

に言わせる必要はないわけで、九州はそんな

ことを言っちゃいかぬとか、熊本はそんなこ

とを言うちゃだめだとかいうのは、何にも決

めても、誰も決めてないわけですから、それ

は自由ですよ。 

 だからこそ、熊本県が県全体の農政のリー

ダーという農政、やっぱりリーダーシップを

とっていくという前提では、もうちょっと何

か戦略的で積極的な米生産というものも、今

すぐ言えとかつくれとかじゃないんだけど、

それもやっぱり少し頭には置いておくべきだ

と思いますが、そこは部長いかがでしょう

か。 

 

○梅本農林水産部長 ３ページの一番上に、

施策の方向性として、きょうは４つをお示し

をしております、３ページの一番上の四角の

中で。その４番目の丸に、今まさに委員が御

指摘の「食味ランキング日本一の強みを生か

したトップグレード米の産地形成」、これを

国内外に、輸出も含めて打っていきますよと

いうことを書いております。 

 一方において、上のほうの１番目の丸には

「不作付地の解消と水田のフル活用」、この

２カ月ぐらいの間に農業団体も含めて議論い

たしまして、一応の柱だけはいたしました。

今度はこれのメリハリを、あるいはどれを最

優先として持っていくか、こういったことに

踏み込んでいかなくてはいけないと思ってお

ります。 

 きょうの委員のお話、それから今までの全
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体のお話をもって、農業団体とも話をさせて

いただいて、もっと戦略的に取り組んでいく

ことを、メリハリをつけること、そういうこ

とをやっていきたいというふうに考えており

ます。 

 

○前川收委員 お願いします。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○泉広幸委員 ちょっとよかですか。１つだ

けちょっと教えていただきたいと思いますけ

れども、主食用米、米粉用米、飼料用米、さ

まざまなものがあるわけですけども、熊本県

で奨励している品種あたりが何かあるわけで

すか、米粉用と飼料米。 

 

○山中農産課長 主食用米には幾つか品種が

あるのは御承知かと思いますけども、米粉用

それから飼料用につきましても２品種、一応

県の奨励品種ということで指定をしている品

種はございます。ただ、その後もいろんな品

種が出ておりますので、現場ではほかにもい

ろいろつくってありますけども、今のところ

県としましてはミズホチカラという品種とそ

れから北陸193という品種を、奨励品種とい

うことで指定をしております。 

 以上です。 

 

○田代国広委員長 いいですか。 

 

○泉広幸委員 はい。 

 

○田代国広委員長 ほかに質疑はありません

か。なければ、以上で質疑を終了します。 

 次に、その他に入りますが、その他で何か

ございませんか。 

 

○前川收委員 これは農林水産常任委員会だ

けの話じゃないかもしれませんが、先ほど部

長の話にもありました補正予算の国会審議が

いよいよ始まります。その後当初予算に入っ

てくると思いますが、補正予算対策につい

て、これまでも補正予算についてはさまざま

努力していただきながら、熊本県は他県に負

けない政策を頑張ってやってきたと思いま

す。それから、さっきの米政策の中にもあっ

たように、要するに主食用米以外の作を奨励

していくということになると、コンバインを

分けたり、大型乾燥機械のラインを分けない

と、要するに主食用とそれから他用途部分が

まざるということがあってはならないわけ

で、そういう需要はたくさんある中で、これ

までそういう施設についての補助もしっかり

県のほうでは頑張ってやっていただきまし

た。 

 もちろん、それでフルカバーができたとは

私はまだ思っていませんし、これからもそう

いう課題が出てくるだろうと思いますが、今

回の、いわゆるそのとき一番我々が活用して

きた、今回どういう名前か私知りませんけど

も、前、地域の元気づくり交付金と、地域元

気交付金と言っていたんですね、その交付金

が今までは県を通じて利用者のほうに行って

いたということですけど、今回県には来なく

て、全て市町村に行くということになってお

りますので、こういうトータルの計画を県が

つくっていく中で、何が必要だというのは県

からはある程度見えているかもしれません

が、それに対して市町村が対応しているかど

うかについて、主体はあくまで市町村だもん

ですから、やきもきしているところが少しあ

ります、私自身が。必要なのに情報を知らな

いとか、手を挙げないとかということがあっ

て、挙げても取れないなら仕方ないんだけ

ど、そういう部分の何か全体的な計画の把握

というのは、やっぱり市町村単位でやること

は、全体として見えるところにあるのは、や

っぱり熊本市じゃなくて熊本県ですよね、熊

本県からしか見えないと思っていますので、
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その状況について何か情報を持っていらっし

ゃるならば教えていただければと思います。

誰か、どこかわかりません。 

 

○山中農産課長 農産課でございます。 

 昨年までは元気臨時交付金大変活用させて

いただいて、基盤整備、施設整備等非常に進

みましたけれども、今回は市町村にどういう

ふうな措置がされているかということでござ

いますが、詳細は承知しておりませんのでわ

かりませんが、例えば私どものところの強い

農業づくり交付金では、４地区ほど補正で手

が挙がっておりますけれども、市町村からど

うするということはまだ聞いておりません。 

 制度上どうなるかというところもまだはっ

きりしていないようですので、そのあたりは

把握しながら情報提供をしていきたいという

ふうに思います。 

 

○前川收委員 県は、農業政策というのを県

全体で見ながら、エリアブロックで分けてい

きながらきっちり計画的につくっていけると

いう利点が県には強くあるわけで、市町村は

ミクロにしか見えない。小さい点でしか見て

いかない。ところが、農業というのはそんな

に市町村単位だけで切っていけるわけでもな

いし、主体として見たときに市町村がまたが

っているところとか、現にＪＡというのはほ

とんど、市町村またがっているＪＡがほとん

どなんですね。 

 そういう複合的な市町村またがっているニ

ーズが、果たして市町村で把握できるのかな

というのを、非常に私は心配をいたしており

まして、これはやっぱり市町村が権限を持っ

た事業になったということは、制度上事実で

あることはよく承知しております。 

 とはいえ、やっぱり県が全体的な、必要で

すよというアプローチまで含めて、おたくの

地域にはこういうのが絶対必要ですよと、県

が本当はやりたかったんだけど、今度は県に

なっていないから、例えばうちの大津と菊池

にまたがるところがあっても、県のほうから

アプローチしていただいて、大津と菊陽で一

緒にこれは取り組まないですかと、県の農業

から見たときにこのエリアにはこういうのが

必要でしょうと、だからそれをやってほしい

と、そこは市町村で頑張ってやってくださ

い、県が応援しますという、そういうアプロ

ーチの仕方しか今回できないんだとは思いま

すが、ぜひそういうアプローチをしてもらわ

ないと、制度はあってニーズもあるけど、結

果としてできないという話になってしまえ

ば、補正の意味もないし、本県農業をさっき

言ったようにこれから新しい制度の中に取り

組んでいく、例えば乾燥施設で言えば、主食

用米とそれ以外の米というものでラインを分

けなきゃいけないというニーズがあるんだと

いうことが、ちゃんと市町村がわかっている

のかどうなのかというところが、私もちょっ

と不安があります、例えばですよ。 

 そういうこともありますので、ぜひそうい

うアプローチをしてをもらいたいと思います

が、そういう取り組みをなさっていらっしゃ

いますか。市町村だからわかりませんと言わ

ないでください。 

 

○渡辺生産局長 今まで市町村からも事業計

画につきましてはヒアリングを受けながら、

それの妥当性、あるいは国にどうやってつな

ぐかということをやってまいりました。 

 委員御指摘のとおり、確かにまだ県にも情

報が来ていない部分もありますから、市町村

のほうにはそれ以上に来ていない部分がある

かと思いますので、そのあたりにつきまして

は把握して、おっしゃるとおりアプローチあ

たりを指導しながらやっていきたいと思いま

す。 

 

○前川收委員 よろしくお願いします。 
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○村上寅美委員 いいですか、今のに関連

で。部長、政令指定都市になった熊本市に権

限はほとんど委譲しているね、農林水産は残

っておるけど。その他だから言うけど、今の

話は、実際、県の課長を通じて資料をとりた

いと思ったからデータを要求したんです。そ

したら、出せませんというわけ、出せません

て。そういう状況だから、これは知事部局と

よく話をして、そしてせっかくトップ会談と

かなんとか、トップでは収まるような形にな

っているけど、下におりてくる時点では市は

ほとんどおろさない。 

 だから、これは農業に関したことだけじゃ

ないから、部長が、部長会議とか知事とのあ

れのとき、ぜひそういうのは県が、今の話と

一緒、これまでも県がやってきたということ

もあるけど、熊本県が、政令指定都市になっ

たから、あるいはこの市町村は国が直接だか

らという形になったから県がデータを持たな

いということは、これは大体国もそれくらい

は指導した上で、例えばアバウトのところは

県に報告をして、そして市町村におろすとい

うぐらいのことはあってしかるべきだけど、

何でこんなに県を外して市町村に規制緩和と

いうような形でいろいろあれだろうけど、ど

うなのかね、その辺は。 

 

○梅本農林水産部長 今委員のおっしゃった

ことは、まさに今お感じになっていることで

すので、そういう実態に近いものがあると思

います。 

 熊本市につきましては、特段の配慮といい

ますか、姿勢を持ってこれまで以上のことを

よく話しながら、やっぱり時間も必要です

し、政令指定都市に移行してすぐですので、

農政に対してのスタンスをとり、それを県と

意見交換をよくしていきたいと思っておりま

す。 

 

○村上寅美委員 それで、時間も必要という

が、これは基本的な話だから、基本的なやつ

はお互いに協力していこうということで政令

指定都市になっているわけでしょうが。だか

ら、その辺のところは、市町村とのコミュニ

ケーションということは、これは義務的に協

議会かなんかつくってそして相互協力しない

と、市町村もマイナスだから、県が協力しな

いと。だから、この辺は県として取り上げ

て、市町村に対する指導要項と情報の公開あ

たりは、相互協力を大前提とするならば、そ

ういう形で県として取り上げてもらいたいな

というふうに強く感じるから、特に熊本市

は、ほかんところは知らぬけど。要望しと

く。 

 

○前川收委員 ほかもあります。 

 

○村上寅美委員 あるね。 

 

○前川收委員 済みません、委員長いいです

か。ほかもあるんですよ。市町村は、どちら

かというとやっぱりそういう情報収集能力と

か、能力と言っちゃいかぬけど、そもそもそ

ういう経験が余りないから、すべて県を通じ

て今まで国の補助金をとるにしてもやってき

ているわけですから、県がわからないと言わ

れた瞬間に何もわからないと、直接国にパイ

プを持って国から直接市町村が全部聞きにい

ったら、これこそ制度上おかしな話になるわ

けで、そのために県はちゃんと広域行政とし

て、中２階といわれながらもあるわけですか

ら、そこはちゃんとそこの役割を果たしてい

かなければならないということです。 

 ですから、もう一つつけ加えて言うと、予

算が、制度の要件がどうこう、こうこうとい

うことがあるときに、市町村でいけば、結果

としてそれは決められたものに従わざるを得

ないという話にしかならない。ただ、熊本県

はこれまでそういうことはしていませんね。

今までこういう要件、こういう制度になって
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いますという国の話があったにしても、それ

はおかしいじゃないかと、制度を変えてほし

い、要件を緩和してほしいと逆にこちらから

働きかけをしてきたこともやってきた、現実

にやってきた、それがなくなるだろうと思う

んです。そこがとても困ることだし、また全

体の情報がちゃんと見えないということも困

ると思いますので、ちゃんと市町村にアプロ

ーチしてください。 

 

○田代国広委員長 いいですか。 

 

○吉永和世委員 ちょっと教えてほしいんで

すが、これまで緊急雇用対策ですか、農業の

部分でもたしかあったというふうに思います

が、うちも利用させていただいて、地域の雇

用もある程度確保できるし、受け手側も非常

に便利でやりやすかったんですけど、その制

度が今後なくなるという話も若干聞いている

んですけど、その点はどういう形になりそう

なんですか、もしわかれば教えてほしいです

けども。 

 

○田中農林水産課政策長 農林水産政策課で

ございます。 

 緊急雇用のほうは今新しい形で出てきてい

るのは、例えば新しく創業したところに雇っ

た人の賃金あたりを出すというふうな緊急雇

用の形がございます。 

 それと、既存のやつでまさしく失業対策と

いうところで、これについては今どのような

状況になっているか、私も十分には承知して

おりませんので、労働関係課あたりにも話を

聞きながら、また後ほどでも御説明したいと

思いますが、よろししいでしょうか。 

 

○吉永和世委員 いい制度だと思うんで、で

きれば継続にしてもらうような形ができるな

らしていただきたいなというふうに思うん

で、そこら辺県としていい制度だと思うんだ

ったら、ぜひ国の方にも言っていただいて、

維持できるようにしていただければというよ

うに思います。 

 

○田中農林水産課政策長 今委員の御意見を

含めまして、担当課あたりにおつなぎしたい

と思います。一方で、雇用率のほうがかなり

よくなっている事情もあるかというふうに聞

いていますので、そのあたりも含めてきょう

の意見についてつなぎたいと考えておりま

す。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○緒方勇二副委員長 いいですか。農業委員

会のかかわり方でちょっと教えてほしいんで

すが、今農業委員会の方とお話しすれば、メ

ガソーラーのことばかりらしいんです。今回

の中間管理機構の中で、不作付地や耕作放棄

地の解消に向けてとかやっていくときに、本

来の役割から、どうも将来の農村社会の景観

が浮かんでこないんです。本来、ここは本当

はメガソーラにならぬでしょうというような

農村の計画の中で、そういうところしか許可

が出ないんでしょう。だけども、その事例が

多過ぎて農業委員会が非常に困っておられる

と思うんですが、農政の大改革の元年で非常

に農業委員会の皆さんの役割は大きくなると

思うんですが、どういうふうな姿を農業委員

会に求められて、市町村の農業委員会が受理

した段階で県はそのまま通るんだろうと思い

ますけど、今度４月の１日からたしか再生エ

ネかなんかで、エネルギー再生、何か計画つ

くったらそのままいくわけですよね。 

 その姿をきちっとしてあげないと、将来的

に減少社会になってコンパクトシティーを目

指す中で、そういう状態で農村地域社会はい

いのかなと思うんですが、どういう姿を想像

されていますか教えてください。 
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○船越農地・農業振興課長 農地・農業振興

課でございます。 

 今御指摘がございましたけど、平成21年に

農地法の大改正ということがございました。

それと、例の農振地域の農用地でございま

す、ここは守っていこうということで今やっ

ています。 

 一昨年から太陽光発電について、スタート

時点では例えば３種農地とか、地域に限れば

一応許可できますとかいう形、できていまし

たけども、副委員長おっしゃるとおり、一応

地域、地域によっては、そういったメガソー

ラーというものを活用したような形で地域振

興できないかとかあっています。ただ、法と

申しますか決まりに一応のっとって農業委員

会のほうでは審査もしまして上がってくると

ころです。 

 ４月１日スタートしますあれですけれど

も、再生エネルギー法案が通りまして、市町

村の判断で基本計画つくりまして、例えば今

後使われることのないであろう耕作放棄地と

か、そういった遊休地あたりにつきまして、

市町村のほうで一応指定をして基本計画つく

ってゾーニングしたら、そこについて仮に申

請があれば認めることもあり得るというふう

な新法でございますけれども。 

 ただ、それにしましても、例えば農振・農

用地とか、貴重な守るべき農地とか、そうい

ったあくまで法律の中で動いていかざるを得

ないという形はあります。 

 

○前川收委員 おりないんでしょう。いいで

すか、関連で。要するに、市町村計画ができ

れば何でもオーケーだなんて誤解する人がい

るんだけど、私もちょっと調べて課長とも話

したことがありますが、今守るべき農振法と

か農振地内の農用地域というものは、仮に市

町村がそういう計画をつくったとしても、農

振法上解除できないということになっている

から、結局できないんですね。 

 ですから、それは私はできるかできないか

よりも、きちっと県内を統一することです

よ。どこどこ市町村はよかった、ここはだめ

だったなんて言ってもらうのが一番困るわけ

で、私のところにも来ますよ、つくりたいか

らどがんかならぬですかと。それで、私必ず

その地域がどういう規制がかかっていて、で

きるかできないかの可能性があるのかどうか

をまず調べてもらって、だめなときはだめで

すから、ここはやめたがいいから、ほかを捜

したほうがいいですよとはっきり言います。 

 それはだめですよと言っていたのがいいで

すよになってしまうのは、私もうそ言ったよ

うになるし、それはみんなが困るわけですか

ら、市町村計画が仮につくられたとしても、

前私は、課長とお話ししたときに、農振、農

地法を超えることはないということをはっき

り私にはおっしゃったけど、それは間違いな

いわけですね。はっきりおっしゃってくださ

い。 

 

○船越農地・農業振興課長 市町村ごとに例

えば農振・農用地という中に含めておりま

す。これの基本となりますのが、市町村ごと

の農振整備計画、これはいつもはどっちかと

いうと憲法みたいな形になっていますけど、

農振・農用地あたりで今後とも使っていこう

という農地と、そうでない農地とを区別して

おります。それをあくまでもそういった制約

の範囲内で、今回の再生エネ新法もできてい

くということでございます。 

 それと、農地転用につきましても、これは

あくまで全国一律のルールでございます。当

然ですけど、一応県全体のルールということ

で、これをことごとに、例えば農業委員の皆

様方にも説明をしております。実は今月末

に、例えば営農発電型と申しましたが上空型

の、こういった説明あたりもありますし、逐

次いわゆる平等というか、県が市町村内で差

がないように当然していきたいと考えていま
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す。 

 

○前川收委員 それはやっぱりちゃんとやっ

てもらわないと、あそこの市町村は自分たち

の解釈でよかった、ここの市町はだめだった

とか言われるのが一番困るわけで、全国統一

の話ですよ、これは法律ですから、法だから

ね。熊本県の解釈と福岡県の解釈は違います

なんて、そんなばかな話も法律上はない。条

例であれば県とか市町村単位でいいんでしょ

うけど、それはやっぱりおかしな話ですか

ら、そこはきちっと自信を持って明確にして

もらっておかなきゃならない。 

 もちろん、どんな農振地域でも、５年に１

回の見直しの中で農振を外すことができたと

ころは、それは農振じゃなかわけですから、

それはまたもちろん、そんなことまで言って

いるわけじゃなくて、そのことを目的として

の見通しが外れますかと言われたときに、今

まで外れないと言ってきたわけでしょう。そ

れは市町村計画が仮にあっても、農振法上外

れないと言ってきたわけですから、そこは変

わらないはずなんです、私の確認は。変わら

ないんですね。 

  

○船越農地・農業振興課長 どちらかと申し

ますと、転用するものにもよるんですけども

…… 

 

○前川收委員 ソーラーですよ、ソーラー。 

 

○船越農地・農業振興課長 ソーラーにつき

ましては、ソーラーがあったからといって、

例えば農振・農用地から外すことはまず今の

ところあっていないということです。ないで

す。 

 

○前川收委員 だから……。 

 

○村上寅美委員 ちょっと委員長。幹事長

が、今前川委員が聞きよるのは、基本的なこ

とは変わらないんだろうと。 

 

○船越農地・農業振興課長 はい。 

 

○村上寅美委員 市町村も県が。ここはここ

はということだけで、県は統一見解で運営し

ていますと一言でよかったい。そがんだろう

たい。そがんせぬなら不公平になるもん。説

明は要らぬとたい。今後は一本で、公平に一

本で運営していかにゃいかぬとだけん。 

 

○船越農地・農業振興課長 農振法につきま

しても、農地法につきましても、県全体当然

統一基準で公平にやっていきます。 

 以上です。 

 

○緒方勇二副委員長 ぜひゾーニングという

か、一つのまとまりある農地を今後も保って

いただいて、他のほうでは景観をきちんと守

っていかにゃいかぬ、湯布院町みたいに条例

で制定されるような、そんなことも起きてく

るだろうし、各市町村のひとり歩きでそうい

うことがないようにしていただきたいという

こと。 

 それからもう一つなんですが、米政策で結

局焼酎米と酒米とかありますね。この辺が、

生産調整をやめる、農業再生会議で今後もこ

れぐらいでいかないといけないんでしょうみ

たいなことが、多分示されるんだろうという

ふうに期待はしていますけども、そのときに

条件の不利な棚田とか、ああいうところがも

し焼酎米とか酒米等が、米粉用米とか飼料用

米の生産拡大とか、これにもし該当するんで

あれば、劇的に私たちは棚田の再生とか、あ

あいう条件の悪いところでも、私たちは変わ

るんだろうと期待しているんですけど、どう

いうイメージされていますか、もしこれに該

当してくれればですよ。 
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○山中農産課長 農産課でございます。 

 酒米、焼酎米につきましては加工用米とい

うことで、今回の米粉用・飼料用米とは違う

区分になっておりまして、一部助成はござい

ますけれども、今回の10万5,000円とかいう

対象にはなっておりません。 

 ただ、焼酎米につきましては、県で上乗せ

助成をして、食用米並みの所得が出るように

支援をしているところでございます。 

 

○緒方勇二副委員長 だから、結局飼料用米

とかそっちのほうにシフトしていくんだと思

うんです。例えば、建設業の方もたくさん飼

料用米を、これはいけますということで皆さ

んやられるんです。だけど、県も焼酎米に助

成していただいておる。しかし、今後の考え

方として、もしこれに該当してくれれば、モ

ラルハザードの問題もあるかもしれません。

だけども、こういうことをやってもらうと、

ああいうところが劇的に変わってくるんだろ

うと思うんですが、何かそういう要望とかし

ていただければ非常にミズホチカラは今進め

られていますから……。 

 

○山中農産課長 農産課でございます。委員

おっしゃるとおり、加工用米につきまして

は、米粉用、飼料用について少し金融支援等

は薄くなっておりまして、業界からは加工用

米に対しても支援が欲しいという話は昨年か

らあります。これは加工用米の確保自体が非

常に難しい状態がありましたもんですから、

そういうことを含めてやっておりまして、今

回複数年契約をすると上乗せ助成があるとい

う制度はできましたけれども、残念ながら米

粉用米、飼料用米並みにはなっておりません

ので、県の国に対する提案の中では、加工用

米に対する支援を手厚くしてほしいというこ

とは上げております。 

 以上です。 

 

○緒方勇二副委員長 ぜひとも、前、田代委

員長の質問の中で、やっぱり霧島酒造が随分

500、1,000億でしたか、話も出ましたけど、

米焼酎の落ち込みもありますよね、酒造メー

カーもたくさんありますけど、何かもっと地

域でできたお米できちんとそういう伸ばせる

手が、せっかく農政の大転換ですから、この

中で何かここへ組み入れられるようなこと

を、強く今後も要望していただけるのかもし

れませんけど、ぜひお考えをしていただけれ

ばなと思います。これは要望にさせてくださ

い。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

  （「はい」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 なければ、以上で本日の

議題はすべて終了いたしました。 

 最後に、陳情等が４件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 これをもちまして第８回農林水産常任委員

会を閉会します。 

  午前11時33分閉会 
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